
京都駅東部エリア活性化将来構想検討委員会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は，京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例第８条の規定に基

づき，京都駅東部エリア活性化将来構想検討委員会（以下「委員会」という。）に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（委員長） 

第２条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は，委員の互選により定める。 

３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代理する。 

（招集及び議事） 

第３条 委員会は，委員長が招集する。ただし，委員長及びその職務を代理する者が在任

しないときの委員会は，市長が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 委員会は，委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

５ 委員会は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して，意見の陳述，説明そ

の他の必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第４条 委員会の庶務は，総合企画局において行う。 

（補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が定め

る。 

   附 則 

この規則は，公布の日から施行する。 

 

 

 

資料２ 



京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例（抄） 

 

(趣旨) 

第1条 この条例は，法律又は他の条例で別に定めるもののほか，執行機関の附属機関の

設置等に関し必要な事項を定めるものとする。 

(設置) 

第2条 市長及び教育委員会(以下「市長等」という。)に附属機関を置き，その名称，担

任する事務並びに委員の定数及び任期は，市長の附属機関にあっては別表第 1，教育委

員会の附属機関にあっては別表第2のとおりとする。 

2 前項の附属機関のほか，市長その他の執行機関は，その定めるところにより，設置期間

が1年以内の附属機関を置くことができる。 

3 市長その他の執行機関は，前項の規定により附属機関を設置したときは，その旨を市会

に報告しなければならない。 

(委員の委嘱等) 

第3条 附属機関(前条第1項及び第2項の附属機関をいう。以下この条，次条第1項及び

第 5 条から第 8 条までにおいて同じ。)の委員は，学識経験のある者その他それぞれの

附属機関が担任する事務に応じて市長等が適当と認める者のうちから，市長等が委嘱し，

又は任命する。 

(委員の任期の特則等) 

第4条 第2条第1項の規定にかかわらず，補欠の附属機関の委員の任期は，前任者の残

任期間とする。 

2 第2条第1項に規定する附属機関の委員は，再任されることができる。 

(特別委員及び専門委員) 

第5条 附属機関に，特別の事項を調査し，又は審議させるため必要があるときは特別委

員を，専門の事項を調査させるため必要があるときは専門委員を置くことができる。 

2 特別委員及び専門委員は，学識経験のある者その他市長等が適当と認める者のうちから，

市長等が委嘱し，又は任命する。 

3 特別委員は特別の事項に関する調査又は審議が終了したときに，専門委員は専門の事項

に関する調査が終了したときに，それぞれ解嘱され，又は解任されるものとする。 

(部会) 



第6条 附属機関は，特定又は専門の事項について調査し，又は審議させるため必要があ

ると認めるときは，部会を置くことができる。 

2 附属機関は，その定めるところにより，部会の決議をもって附属機関の決議とすること

ができる。 

(秘密を守る義務) 

第7条 附属機関の委員(特別委員及び専門委員を含む。)は，職務上知り得た秘密を漏ら

してはならない。その職を退いた後も，同様とする。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか，附属機関に関し必要な事項は，市長等が定める。 

附 則  

(施行期日) 

1 この条例は，公布の日から施行する。 

   【中略】 

別表第1(第2条関係)【関係箇所のみ】 

3 総合企画局の所管に属する附属機関 

名  称 担 任 す る 事 務 委員の定数 委員の任期 

京都駅東部エリ

ア活性化将来構

想検討委員会 

京都駅東部エリアの活性化に係

る構想の策定に関する事項につ

いて，市長の諮問に応じ，調査

し，及び審議すること。 

２０人以内 

委嘱の日か

らその日の

属する年度

の末日まで 

   【以下略】 

 

 

 

 


